
様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３８３ 

南相馬市情報看板等設置実施設計業務委託 

履行場所 危機管理課 

種  類 業務委託 

概  要 

津波災害が発生した際に、適切かつ確実な避難が図れるよう、情報看板等

（避難所等への誘導、津波注意喚起、海抜等）の設置（工事）に係る実施

設計を行う。 

相

手

方 

名  称 国際航業株式会社 福島営業所 

代 表 者 所長 門間 由有 

所 在 地 福島県郡山市中町１番２２号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 

本業務は、平成２７年度に実施の「南相馬市避難所看板等整備事業に係る基礎調査」、平

成２８年度に実施の「情報看板設置検討業務」の結果に基づき、避難所等への誘導標識、

津波注意喚起標識の設置（工事）に係る実施設計を行うものである。 

当該業者は、上記の基礎調査及び検討業務を受注し、避難経路の設定、避難所・津波一

時避難場所看板の基礎資料を作成しており、避難経路等の状況も熟知していることから、

的確かつ迅速な設計業務を履行することが見込めるため、当該業者との随意契約とする。 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔危機管理課                     〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３８８ 

住民情報システム改元対応改修業務委託 

履行場所 情報政策課 

種  類 業務委託 

概  要  既存住民情報システムに於ける新元号対応のシステム改修作業 

相

手

方 

名  称 株式会社日立システムズ 東北支社 

代 表 者 支社長 掘谷 敦 

所 在 地 宮城県仙台市青葉区本町二丁目１５番１号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 現行の住民情報システムは上記業者が構築しているものでもあるため、改修対応作業に

ついては上記業者しかできないため随意契約としたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 総務部 情報政策課                       〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３８８ 

住民情報システム改元対応改修業務委託 

履行場所 情報政策課 

種  類 業務委託 

概  要  既存住民情報システムに於ける新元号対応のシステム改修作業 

相

手

方 

名  称 株式会社日立システムズ 東北支社 

代 表 者 支社長 掘谷 敦 

所 在 地 宮城県仙台市青葉区本町二丁目１５番１号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 現行の住民情報システムは上記業者が構築しているものでもあるため、改修対応作業に

ついては上記業者しかできないため随意契約としたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 総務部 情報政策課                       〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３９０ 

後期高齢者医療制度 保険料軽減特例の見直しに伴うシステム改修業務委託 

履行場所 南相馬市役所 市民生活部 市民課 保険年金係 

種  類 業務委託 

概  要 

福島県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の改正に

伴い、平成３１年度分以降の後期高齢者医療保険料額決定（変更）通知書

の、帳票変更等に対応するため、後期高齢者医療事務支援システムの改修

を行う。 

相

手

方 

名  称 株式会社日立システムズ 東北支社 

代 表 者 支社長 堀谷 敦 

所 在 地 宮城県仙台市青葉区本町二丁目１５番１号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 

本業務は、本市で導入している後期高齢者医療事務支援システムについて、福島県後期

高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の改正に伴う、後期高齢者医療保険料額

決定（変更）通知書の、帳票変更等に対応させるためのカスタマイズであるが、後期高齢

者医療事務支援システムのカスタマイズは、システムの構築業者である(株)日立システム

ズ東北支社しか実施できないことから、同事業者との随意契約としたい。 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔市民課                     〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 

（契約番号）４３０２０００３９１ 

南相馬市超高速インターネット光ファイバーケーブル支障移転業務委託

（鹿島区南柚木字玉木道上） 

履行場所 鹿島区南柚木字玉木道上 

種  類 委託 

概  要 市保有光ケーブルを添架しているＮＴＴの電柱移設による支障移転 

相

手

方 

名  称 東日本電信電話株式会社 宮城事業部 福島支店 

代 表 者 支店長 山口 圭介 

所 在 地 福島県福島市山下町５番１０号 

 

根 

 

拠 

 

規 

 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

 

 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 

超高速インターネット環境管理運営事業を行うに当たって、ＩＲＵ契約の締結事業者

選定時に、光ファイバー網に関する保守・修繕等についても選定内容に含み、契約して

いることから、上記業者と随意契約とするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔  情報政策課   〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３９３ 

健康管理システムの新元号に向けた対応業務委託 

履行場所 健康づくり課 

種  類 業務委託 

概  要  既存健康管理システムにおける新元号対応のシステム改修作業 

相

手

方 

名  称 株式会社日立システムズ 東北支社 

代 表 者 支社長 掘谷 敦 

所 在 地 宮城県仙台市青葉区本町二丁目１５番１号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 現行の健康管理システムは上記業者が構築しているものでもあるため、改修対応作業に

ついては上記業者しかできないため随意契約としたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 健康福祉部 健康づくり課                  〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３９５ 

インターネット閲覧環境バージョンアップ作業業務委託 

履行場所 情報政策課 

種  類 業務委託 

概  要 インターネット閲覧環境システムのバージョンアップ作業を行う。 

相

手

方 

名  称 株式会社日立システムズ 東北支社 

代 表 者 支社長 掘谷 敦 

所 在 地 宮城県仙台市青葉区本町二丁目１５番１号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

本業務においては、現在稼働しているインターネット閲覧環境システムのセキュリティ

に関する設定値を考慮し、設計・構築を実施する必要がある。当該作業を実施することが

出来るのは、当該システムの保守事業者のみであることから、上記業者と随意契約するも

のである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 総務部 情報政策課                       〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

 

契

約

内

容 

件 名 等 

（契約番号）４３０２０００３９６ 

国民年金第１号被保険者産前産後期間の保険料免除に係るシステム改修

業務委託 

履行場所 南相馬市役所 市民生活部 市民課 保険年金係 

種  類 業務委託 

概  要 
国民年金第１号被保険者産前産後期間の保険料免除に係るシステム改修

業務を委託するもの。 

相

手

方 

名  称 株式会社 日立システムズ 東北支社 

代 表 者 支社長 堀谷 敦 

所 在 地 宮城県仙台市青葉区本町二丁目１５番１号 ルナール仙台 

 

根 

 

拠 

 

規 

 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

 

 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 本業務は、本市で導入している住民情報システムについて、法改正に伴い国民年金第１

号被保険者産前産後期間の保険料免除の受付及び帳票の出力、送付ができるようになるた

めの改修であるが、当該システムの改修はシステムの構築業者である（株）日立システム

ズ東北支社しか実施できないことから、同事業者との随意契約としたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 市民課                    〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３９７ 

平成３０年度南相馬市 地番図現況データ更新業務委託 

履行場所 総務部税務課 

種  類 業務委託 

概  要 

本委託は、固定資産の課税客体（土地）を的確かつ効率的に把握し、公平・

適正な課税を期するため、課税業務の基礎資料となる地番図データの更新を

行うことを目的とする。 

相

手

方 

名  称 株式会社パスコ 

代 表 者 島村 秀樹 

所 在 地 東京都目黒区東山 1-1-2東山ビル（福島支店 福島市栄町 6-6） 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

☑２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 

現在南相馬市において運用している固定資産土地評価・地理情報システム構築業者である株式会社

パスコ以外では業務が困難であるため、当該業者との随意契約とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 総務部税務課                        〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３９９ 

復興工業団地開発行為分割業務委託 

履行場所 南相馬市経済部商工労政課 

種  類 業務委託 

概  要 

南相馬市復興工業団地造成事業（第２工区）において、南相馬市復興工

業団地の工事の遅れが見込まれるため、福島ロボットテストフィールドの

供用開始に影響を及ぼさないよう、既に認可された開発行為協議成立書を

分割する。 

相

手

方 

名  称 日栄地質測量設計㈱ 原町営業所 

代 表 者 所長 佐藤健二 

所 在 地 福島県南相馬市原町区桜井町１丁目１６番地 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 既に認可されている南相馬市復興工業団地事業（第２工区）の開発行為協議書の作成は、

日栄地質測量設計㈱が行っており、分割協議書を作成するにあたっては、これまでのデー

タを活用でき、現場の状況等に精通した者に業務を行わせる必要があるため、随意契約と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔商工労政課                           〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００４０１ 

受水槽制御用加圧給水ユニット修繕業務委託 

履行場所 南相馬市小高区本町二丁目地内 

種  類 業務委託 

概  要 

加圧給水ポンプ交換 １台 

 

 

相

手

方 

名  称 大福工業株式会社 

代 表 者 代表取締役 井戸川 洋子 

所 在 地 南相馬市小高区下浦字西ノ内９７番地 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

□２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

■５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

小高生涯学習センター使用している加圧給水ユニットは、２つのポンプが交互に運転を行

う機器であるが、現在片側のポンプが壊れており、もう片側に負荷がかかっている状況で

ある。もう片側が壊れてしまうと機器を交換するまで給水が止まってしまうことから早急

な対応が必要である。当該機器を設置したのは大福工業であり、設置場所の状況等を熟知

していることから、迅速な施工が見込まれるため随意契約としたい。 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔生涯学習課                            〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００４０６ 

行政系サーバ・クライアント設定変更作業業務委託 

履行場所 情報政策課電算室、本庁、小高区、鹿島区役所 ほか 

種  類 業務委託 

概  要 
平成３１年度に実施される大規模な機構改革に伴い、情報機器の移設

や、各種システムの所属、権限の設定作業を行う。 

相

手

方 

名  称 （株）ＦＳＫ 

代 表 者 代表取締役 鬼澤 浩正 

所 在 地 いわき市内郷厩町三丁目１６８ 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

現在、本市の情報機器類の設定や保守業務などの運用支援を当該業者に委託して安定的

な運用を図っているところである。新年度の機構改革に向けて、短期間で効率良く円滑な

切り替え作業を行わなければならないことから、期間内に業務を遂行可能な業者は上記業

者しかいないため随意契約としたい。 

 

 

工事等担当課名 〔 総務部 情報政策課                       〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００４０７ 

住民情報系システム組織変更設定業務委託 

履行場所 情報政策課電算室及び本庁・小高区・鹿島区役所 

種  類 業務委託 

概  要 
平成３１年４月の組織機構変更に伴い既存住民情報システムにおけるシス

テム変更、ライセンス追加及び仮想環境（ＶＤＩ）の構築作業。 

相

手

方 

名  称 株式会社日立システムズ 東北支社 

代 表 者 支社長 掘谷 敦 

所 在 地 宮城県仙台市青葉区本町二丁目１５番１号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

本委託業務は、住民情報システムの開発元である当該業者でなければ履行できないこと

から、当該業者と随意契約としたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 総務部 情報政策課                       〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００４１０ 

平成３１年度固定資産税納税通知書等作成及び封入封緘業務委託 

履行場所 総務部税務課資産税係ほか 

種  類 業務委託 

概  要 

平成３１年度固定資産税納税通知書等作成するにあたり、課税に必要なデ

ータを作成し、納税通知書等に当該データの印字を行うもの。また、作成

した納税通知書等を納付書払、口座払の種別ごとに封入封緘を行うもの。 

相

手

方 

名  称 株式会社日立システムズ 東北支社 

代 表 者 支社長  堀谷 敦 

所 在 地 宮城県仙台市青葉区本町二丁目１５番１号 

 

根 

 

拠 

 

規 

 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

 

 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

当該業務は、賦課処理から納税通知書作成、封入封緘までの業務を委託するものであり、当該

システムの納入業者でなければ既存データ及び機能との不整合等が発生した場合の対応ができ

ない。また、納税通知書の大量一括処理は専門の機械で処理をすることを前提としたカスタマイ

ズとなっているが、システムの運用方法やカスタマイズに精通している業者でなければ業務を履

行することができないため、賦課処理から納税通知書等発送までの短期間における大量処理がで

きる上記業者との随意契約としたい。 

 

 

  

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 総務部税務課 〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 


